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〇調査項目１

「農業振興と担い手対策について」
〇期間 令和3年10月から令和4年 3月まで

経済建設委員会 事務調査報告

〇調査項目２

「新型コロナウイルス感染症に対する
事業者支援の現状について」

〇期間 令和4年4月から令和4年6月まで

〇調査項目３

「公営住宅等について」 ～現在調査中～



～ 調査の選考理由と経過～

農業振興と担い手対策について

平成7年から令和2年までの25年間を比較すると、農家戸数
は半減の544戸、一戸当たりの作付け耕作面積は倍の
16.7haとなっている。

第3次富良野市農業及び農村計画の中で、基本計画の重点
取り組みとして、「働き手の確保」「省力化対策」「農地対策」
の方向を示し、それに必要な取り組みや富良野農業の9つの
主要課題、農業振興、担い手対策について説明を受け、調
査を深めた。



～提言内容～

農業振興と担い手対策について

①働き手確保について、今後の社会像を見据え、誰もが働きやす

い環境整備への側面支援やゼミの開催、また出前講座やイン

ターネット活用による市民周知に努められたい。

②早急に新規就農の要件緩和について協議検討されたい。

③省力化対策としてのスマート農業の推進に努められたい。

④環境保全型農業と持続可能な農業振興について「みどりの食糧

システム戦略」の実現に向けて、農業振興に推進されたい。



～最終報告内容～令和4年6月
本市のコロナ禍における経済への影響額は155億円の減
少と推測。経済発展に向けて引き続きの努力を期待したい。

特に飲食業の回復を促進するため、住民の協力を得て、市
内需要を高めていく必要性と、観光関連産業については、こ
れまで収集してきた顧客データから誘客促進を継続する必要
性があることを確認。

今後も引き続き詳細な分析の継続と、市内事業者の事業
継続や発展に向けた支援に努められたい。

新型コロナウイルス感染症に対する
事業者支援の現状について



～中間報告～令和4年9月
現在の入居状況、さらに特定目的住宅や空き住宅
の状況、入居応募と抽選状況、抽選時の優遇措置、
公営住宅使用料の計算方法、公営住宅長寿命化計
画について説明を受け、8月に住宅の内部調査と外観
目視による現地調査を行った。
これからの公営住宅の在り方を考える上で、高齢化
社会を見据えたバリアフリー化への対応、省エネ対策、
民間借り上げをはじめとした多様な住宅供給方法につ
いて、今後、先進都市事例調査を行うこととした。

公営住宅等について



「公営住宅等について」
都市事例調査

①茨城県ひたちなか市
「家賃補助制度について」

②愛知県瀬戸市

「高齢者世話付住宅生活支援員派遣
事業（シルバーハウジング）について」

③愛知県豊田市
「PPP方式による市営樹木住宅、
若い世帯の市内定住促進に向けた

モデル事業について」



以上、経済建設委員会からの

ご報告とさせていただきます。


